
 

工事請負代金の債権譲渡の承諾に係る取扱いについて  

 

 

調 布 市 （ 以下「市」という。）は，市と工事請負契約（以下「請負契約」とい

う。）を締結している受注事業者のうち中小・中堅元請建設事業者（原則として資本

の額若しくは出資の総額が２０億円以下又は常時使用する従事員の数が１，５００人

以下の建設業者。以下「受注者」という。）が，「地域建設業経営強化融資制度（平

成２０年１０月１７日付け国総建第１９７号，国総建整第１５４号通知）」を利用す

る場合において，工事請負契約書第５条第１項ただし書に基づき工事請負代金債権の

譲渡を承諾することとし，承諾に関し必要な事項を次のとおり定めるものとする。  

 

（対象工事）  

第１  債権譲渡の対象となる工事は，以下の全てに該当する工事とする。  

(1) 請負金額が１，０００万円以上の建設工事であること。  

なお，契約変更により請負金額が変更された場合は，債権譲渡の承諾申請を行

った時点における変更後の請負金額が１，０００万円以上であること。  

(2)  対象工事の進捗率が全体の概ね２分の１以上であること。  

(3)  債権譲渡の承諾に係る年度内に完了が見込まれる工事であること。  

債務負担行為に係る工事又は前年度から繰り越される工事にあっては，債権譲

渡の承諾申請時点において，次年度に工期末を迎え，かつ，残工期が１年未満の

工事であること。  

(4)  以下に掲げる事項に該当しないこと。  

ア  当該請負契約の履行期限まで２週間に満たない場合  

イ  あらかじめ債権譲渡を禁止する旨の定めのある場合  

ウ  履行保証を付したもののうち，市が役務保証を必要とする場合  

エ  その他，受注者の施工能力に疑義が生じているなど，債権譲渡を認めること

が不適当と判断される場合  

  

（債権譲渡の範囲）  

第２  譲渡の対象となる工事請負代金債権の額は，当該工事が完成した場合において，

工事請負契約書第３２条第２項の検査に合格し引渡しを受けた既済部分に相応す

る工事請負代金から，既に支払をした前払金，中間前払金，部分払金及び請負契

約により発生する市の請求権に基づく金額を控除した額とする。  

２  債権譲渡承諾後に当該請負契約に変更が生じ，工事請負代金が増減した場合の

工事請負代金債権の額は，債権譲渡承諾時の工事請負代金債権の額に契約変更に

より増額又は減額された後の額とする。  



 

（債権譲渡人及び債権譲受人）  

第３  工事請負代金債権の譲渡人は，地域建設業経営強化融資制度を利用しようとす

る受注者（以下「債権譲渡人」という。）とし，工事請負代金債権の譲受人は，

事業協同組合（事業協同組合連合会等を含む。以下同じ。）又は一般財団法人建

設業振興基金（以下，「振興基金」という。）が被保険者として適当と認める民

間事業者であって，受注者への資金供給の円滑化に資する資金の貸付事業（受注

者に対する電子記録債権（電子記録債権法（平成１９年法律第１０２号）第２条

第１項に規定する電子記録債権をいう。以下同じ。）の発行及び特定目的会社に

対する電子記録債権発行に関する指示を含む。）を行う者（以下「組合等」とい

う。）とする。  

 

（工事請負代金債権の担保の範囲）  

第４  譲渡債権は，当該工事に係る貸付金及び保証事業会社が当該工事に関して債権

譲渡人に対して有する金融保証に係る求償債権を担保するものであって，債権譲

受人又は保証事業会社が債権譲渡人に対して有するその他の債権を担保するもの

ではない。  

 

（債権譲渡を承諾する時点）  

第５  債権の譲渡を承諾する時点は，当該工事の出来高が概ね２分の１を超えたと認

められる日以降とする。  

２  出来高の確認は，市が債権譲渡人から提出させる工事履行報告書（様式３）ま

たは月別の工事進捗率を示す書類により行うこととする。  

  

（融資時の出来高確認）  

第６  債権譲渡契約の締結や融資審査手続等において出来高確認が必要な場合は，債

権譲受人が当該出来高確認を行うものとする。   

２  前項による出来高確認を行うに当たり現場確認の必要がある場合には，債権譲

受人は，工事出来高確認協力依頼書（様式４）を提出するものとする。   

３  前項の工事出来高確認協力依頼書の提出があった場合は，工程に支障のない範

囲で工事現場への立入りを承認する。  

  

（債権譲渡の承諾に係る事務担当）   

第７  債権譲渡の承諾に係る事務については，総務部契約課において処理するものと

し，債権譲渡の承諾に関する全ての事務手続きは，総務部契約課を窓口とする。  

 

 



 

（債権譲渡の承諾申請）  

第８  債権譲渡人は，債権譲受人との間に，市の債権譲渡の承諾があったことを停止

条件とする債権譲渡契約を締結するものとする。   

２  債権譲渡の承諾申請に際しては，債権譲渡人と債権譲受人が共同して次の書類

を提出するものとする。書類の提出に際しては，総務部契約課に持参するものと

し，郵送による提出は認めない。   

   ただし，共同して持参できない場合は，委任状（様式２）を提出することによ

り，単独で提出することができるものとする。   

(1) 債権譲渡承諾依頼書（様式１）  ３通   

(2) 締結済の債権譲渡契約証書の写し  １通   

   地域建設業経営強化融資制度に係る事務取扱いについて（平成２０年１０月

１７日付け国官会第１２５５号，国地契第３４号，国官技第１７１号，国営計

第６１号。以下「地域建設業経営強化融資制度事務取扱通知」という。）記６

(２ )に定める様式３を準用することとし，国土交通省において当該通知が改正

された場合は，改正後の通知に基づくものとする。  

(3) 工事履行報告書（様式３）又は月別の工事進捗率を示す書類  

(4) 工事請負契約後に債権譲渡人の代表者職氏名や印等が変更となった場合には，

建設工事等競争入札参加資格審査受付票（以下「受付票」という。）の写し  

１通  

(5) 契約保証金相当額を保険又は保証によって担保されている工事で，保険又は

保証約款等により承諾が義務付けられている場合は，必要な承諾を受けている

旨を証するもの  １通  

※約款等の写しを添付のうえ，該当する条項を朱線等で明示しておくこと。   

３  申請書類の提出期限は，当該請負契約の履行期間末日の２週間前までとする。  

 

（申請内容等の確認）  

第９  総務部契約課は，第８第２項に規定する申請書類の提出を受けたときは，次の

各号に定める事項について確認するものとする。  

(1) 第８第２項に定める申請書類について，次に掲げる事項を全て満たしている

こと。  

ア  必要事項の全てが記載されていること。   

イ  債権譲渡人の所在地，商号又は名称，代表者職氏名及び使用した印が，受付

票と一致していること。  

ウ  工事名，契約番号，契約締結日，工期に誤りがなく，かつ第１に定める対象

工事であること。  

エ  請負代金の額，支払済の前払金額及び部分払金額に誤りがなく，債権譲渡額



 

（申請時点）が請負契約に基づき債権譲渡人が請求できる債権金額と一致して

いること。  

オ  建設共同企業体案件の場合，建設共同企業体の名称，代表者及び構成員の住

所，氏名の記載があること。   

(2) 当該請負契約が解除されていないこと，又は，工事請負契約書第４２条各号

及び第４３条各号に該当する恐れがないこと。  

 

（債権譲渡の承諾）   

第 10 債権譲渡の承諾は，第８第２項に定める申請書類の提出を受けた後，第９の事

項を確認したうえで，債権譲渡承諾書を債権譲渡人及び債権譲受人にそれぞれ１

通を交付することにより行う。   

２  前項の交付は，申請書類の提出を受けた後，概ね２週間以内に行うものとする。   

  

（債権譲渡の不承諾）   

第 11 第８第２項に定める申請書類の提出に不備がある場合，又は，第９に定められ

た事項の確認ができない場合には，債権譲渡の承諾は行わない。   

２  前項の場合には，速やかに，債権譲渡人及び債権譲受人に承諾しない理由を付

した債権譲渡不承諾通知書（様式５）を交付するものとする。   

  

（融資実行の通知）  

第 12 債権譲渡人及び債権譲受人は，第 10の承諾後，金銭消費貸借契約を締結し，当

該契約に基づき融資が実行された場合には，速やかに融資実行報告書（様式６）

を提出するものとする。  

  

（請負代金等の請求）  

第 13 債権譲受人は，請負契約に定められた検査等の所定の手続きを経て，部分払金

及び請負代金（以下，「請負代金等」という。）の額が確定した場合に限り，譲

り受けた工事請負代金債権の範囲内で，支払を請求することができる。なお，債

権譲渡承諾後は，債権譲渡人は請負代金等の請求をすることができない。  

２  債権譲受人が，請負契約に基づき確定した請負代金等の支払いを請求するとき

は，所定の請求書等を提出するものとする。   

  

（不正行為への措置）   

第 14 当該融資制度に関し，債権譲渡人及び債権譲受人から提出された申請書類につ

いて，明らかな偽造・改ざん等の不正行為が認められたときは，市は融資制度の

監督官庁，債権譲受人の監督行政庁及び振興基金等にその事実を通報する。   



 

 

（その他様式類等）  

第 15 当該融資制度を実施するにあたって必要な事業協同組合等における取扱いや契

約書その他の様式類でこの取扱いに定めのないもの（組合等内部の処理を定めた

内規，出来高確認，債権譲渡契約書，金銭消費貸借契約書，支払状況・支払計画

書，保証会社の受益の意思表示書，等）は，融資制度の監督官庁や振興基金が定

めたものを使用することとする。  

２  組合等における取扱いについては，当該組合等が，組合等の監督行政庁，融資

制度の監督官庁あるいは振興基金等と協議のうえ，必要な手続きを経て定めるこ

ととする。  

 

（その他）  

第 16 当該融資制度を実施するにあたって，この取扱いに定めのない事項については，

融資制度に係る監督官庁の通知・通達に準じて取り扱うものとする。  

 

附  則  

この取扱いは，平成２８年４月１日から施行する。  

附  則  

１  この取扱いは，令和２年８月２５日から施行する。  

２  この取扱いの施行の際，現に改正前の取扱い第 10の規定により債権譲渡の承諾を

受けている者は，改正後の取扱い第 10の規定により債権譲渡の承諾を受けた者とみ

なす。  

附  則  

１  この取扱いは，令和６年３月２９日から施行する。  

２  この取扱いの施行の際，現に改正前の取扱い第 10の規定により債権譲渡の承諾を

受けている者は，改正後の取扱い第 10の規定により債権譲渡の承諾を受けた者とみ

なす。  

 


